小規模多機能型居宅介護事業計画書

　　　　年　　月　　日

相模原市長　あて

法人所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　
次のとおり小規模多機能型居宅介護事業所の開設を計画したので、関係書類を添えて提出します。

●事業所名

（仮称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●設置予定地

相模原市　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　－　　

　　　　　　　　　　　　　　
電話番号

　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ番号

　　　　　　　　　　　　　　
Emailアドレス

　　　　　　　　　　　　　　
１　法人

	法人所在地
	

	法人名
	

	代表者氏名
	

	法人設立日
	


（１）法人概要

【添付書類】
ア　定款又はそれに類するもの

イ　法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）
  　　　　※１部原本で３ヶ月以内に発行されたもの
ウ　暴力団員などに該当しないことの誓約書及び同意書（別紙１）
エ　法人役員及び事業所管理者名簿（別紙２）
オ　代表者の履歴書
　　　　　※本籍・学歴不要、職歴及び高齢者の保健福祉に関わる職種を記載。
また、賞罰についても記載。
カ　決算書（直近３か年）

キ　法人の事業概要（法人名、設立日、資本金、代表者氏名、事業内容）
　　　　　※法人で行っている事業を記載。簡潔にＡ４版１枚程度で作成し、上記内容の記載があれば、会社パンフレットでも可。
ク　高齢者保健福祉事業に係る行政機関の指導監査及び実地指導状況等一覧表（直近５か年）（別紙３）
　　　　　※指導の程度が要改善である場合、その指導文書及び改善結果報告書の写しなど、指導及び対応の状況が分かる書類を添付（通知、助言等の場合、添付不要）。
ケ　確約書（別紙４）
（２）事業実績

①高齢者保健福祉事業・医療サービスの運営実績　　　あり　・　なし　
②小規模多機能型居宅介護事業所の運営実績　　　　　あり　・　なし　
【添付書類】
ア　事業運営実績及び廃止実績（別紙５－１、５－２）※①が「あり」の場合
イ　第三者評価結果　※②が「あり」の場合　
（アのうち、小規模多機能型居宅介護事業所に係る事業所概要及び評価機関概要が記載されている頁のみ添付すること）

ウ　収支決算書　※②が「あり」の場合
（アのうち、小規模多機能型居宅介護事業所に係る当該事業所分直近３か年）
２　事業計画概要

	事業所名
	（仮称）

	計画地
	相模原市　　　区
	日常生活圏域
	

	最寄り

公共交

通機関
	駅名
	最寄り駅から

徒歩・車
	バス停名
	最寄りバス停から徒歩・車

	
	
	　　　　　分
	
	　　　　　分

	定員
	登録定員
	人
	通いの
利用定員
	人
	泊まりの

利用定員
	人


	事業開始予定年月日
	　　年　　月　　日

	費用
	○宿泊費　　　　　　　　円

○食　費　　　　　　　　円

（内訳）

朝　食　　　　　　　　円

昼　食　　　　　　　　円

夕　食　　　　　　　　円

おやつ代　　　　　　　円
○日常生活費　　　　　　円

○その他　　　　　　　　円

（内訳）

　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　円



	事業を行おうとする区域
	

	併設する事業所
	

	生活保護受給者の受入れ
	行う　　・　　行わない


【添付書類】
ア　事業スケジュール
　　　　　　　　※地元説明、建設、職員募集、研修受講、入居者募集及び指定申請書提出等、開設までのスケジュール
イ　資金計画書
　　※開設準備時及び開設後から1年間の資金計画書（建設及び備品購入費等に係るもの）を提出すること
　　※収入、支出に分けて収支差引額（営業利益）、累積利益を算出すること
　　※利用者予定数及びスケジュールに応じて具体的に算出すること
　　　（例）給与　管理者　￥〇〇〇〇〇〇円/月　ベッド　￥〇〇〇〇〇円/床
ウ　利用者負担額の積算根拠（別紙６）
　　※料金は積算根拠を記載し、資金計画書と整合のとれたものとすること
３　土地・建物概要
	敷地面積
	㎡
	用途地域
	
	容 積 率：　　％

建ぺい率：　　％

	土地所有

権利形態
	１　自己所有

２　取得予定(寄付・購入)⇒購入費：　　　　　　　　　円

３　賃貸借　⇒　契約期間：　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

賃 借 料：　　　　　　　　　　円／月

	建物構造
	（　　　　　　　　　）造（　　　）階建

１　新　築　　⇒建設費：　　　　　　　　　円

完成日：　　　年　　月　　日(予定)

２　改　修・　⇒既存建物の築年月：　　　　年　　月（築　　年）

増改築　　　建築確認の用途：（　　　　　　　　　　　　　）

	建物所有

権利形態
	１　自己所有

２　賃貸借　⇒契約期間： 　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

賃 借 料：　　　　　　　　　　円／月

	建築面積
	㎡
	延床面積
	㎡

	宿泊室面積

（有効）
	㎡／部屋
	洋室（　　）部屋・和室（　　）部屋
個室以外の宿泊室（　　）部屋

	トイレ数
	箇所／室・階
	洗面台数
	箇所／室・階

	居間及び食堂の合計面積
	㎡

	防災設備等の設置
	・スプリンクラー・屋内消火栓・消火器・火災報知器・避難器具

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	接道の状況
	□建築基準法第42条第１項第１号から第４号までのいずれかに判断される道路（道路幅員４ｍ以上)

□建築基準法第42条第１項第５号に該当する道路（道路幅員４ｍ以上）

□（道路幅員４ｍ未満）建築基準法第42条第２項に判断される道路

□建築基準法第43条第１項ただし書きの許可を要する道路状空き地

	駐車場
	□敷地内（　　台）　□敷地外（　　台、敷地から　　ｍ）　□未定


【添付書類】
ア　案内図
　　　　　　　　※地形図により計画地を表示し、近隣で目印になる場所を○で囲んで表示

イ　位置図
　　※住宅地図等により計画地を表示

ウ　公図
　　※法務局の公図（原本）に該当地を朱線で囲み朱色で塗りつぶすこと。
また、接道は緑、水路は青で表示
エ　配置図（改修・増改築の場合は従前建物の図面も添付）
オ　平面図（改修・増改築の場合は従前建物の図面も添付）
　　※各部屋の名称、面積を明示したものを提出。
また、ベッド、テーブルなどの家具等を表記
カ　土地全部事項証明書

キ　建物全部事項証明書（既存建物を改修して利用する場合）

ク　土地売買確約書の写し(取得の場合)

ケ　土地及び建物賃貸借契約確約書等の写し（賃貸借の場合）
コ　抵当権等解除確約書の写し（抵当権等が設定されている場合）

サ　建設費見積書の写し（新築・改修・増改築を行う場合）

シ　現況写真
　　※既存の建築物を利用する場合は、建物内部の写真を併せて提出。
　　　撮影した位置、方向が分かる図面を添付
　　　　　　　　ス　土地利用・建築に係る関係機関との相談状況（別紙７）
　　　　　　　　　　※市等の関係機関と相談した日時、相手及び概要を記入
４　運営方針
（１）近隣対応
設置についての地元説明（会）実施日　　　　　　年　　月　　日

【添付書類】
設置に伴う地域住民等への説明経緯（別紙８）
※実施日、参加者数、説明内容及び住民からの意見などを記載し、説明した対象地区に色を塗った住宅地図並びに説明時に配布した資料を添付
※ポスティングのみの説明や、不在のため説明未実施という対応を控え、計画書提出後であっても説明を実施すること
（２）協力医療機関等との連携
	
	名　　称
	所　在　地
	連携診療科名等

	医療機関
	
	
	

	歯科医療機関
	
	
	―

	介護老人福祉施設等
	
	
	※


※施設の種類を記入してください。
【添付書類】
協力医療機関等との連携に係る覚書等
※協力医療機関について、近隣で検討し、協力いただく診療科目及び協力内容を
記入した覚書等を添付
５　併設事業所について（併設事業を計画している法人のみ提出すること）
【添付書類】
ア　小規模多機能型居宅介護事業所に併設する事業所概要調書（別紙９）

イ　誓約書（別紙１０）
別紙１（事業計画書１－（１）添付書類ウ関係様式）　　　　　　　　　
暴力団員などに該当しないことの誓約書及び同意書
令和　年　　月　　日
相模原市長　あて
主たる事業所の所在地
申請者　　

名称及び代表者の職・氏名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

小規模多機能型居宅介護事業所の設置に係る公募に当たり、申請者等※及び管理者（予定者含む。）（以下「申請者等」という。）が相模原市介護保険法に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例第１４条第２項、第１６条（第６条準用）、第５１条第２項、第５３条（第６条準用）に該当するもの又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められるもの（以下「排除対象者」という。裏面参照。）に該当しないことを誓約し、下記について確認・同意します。

記
１　市長は、申請者等が排除対象者であるか否かの確認のため、本様式及び別紙２に記載された情報を、必要に応じ、神奈川県警察本部に照会する。
２　申請者が排除対象者である場合は、市長は下記のとおり取扱うものとする。

（１）申請者等を小規模多機能型居宅介護事業所の設置に係る公募に参加させない。

（２）申請者等の小規模多機能型居宅介護事業所の設置に係る公募の審査・選考決定を取り消す。

（３）申請者等の小規模多機能型居宅介護事業所の設置に係る公募の審査・選考決定による指定の申請を却下する。

（４）申請者等の小規模多機能型居宅介護事業所の設置に係る公募の審査・選考決定による指定を取り消す。

（５）申請者等に対する公募に係る他の決定等を取り消すことができる。

３　上記２の結果、申請者は、損害が生じても、市はその損害の賠償の責めを負わないものとする。
※申請者が法人その他の団体の場合は役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）を含む。
相模原市暴力団排除条例



※　「暴力団員等と密接な関係を有すると認められるもの」には、下記も含まれます。
・神奈川県暴力団排除条例第２３条第１項に違反している事実がある

・神奈川県暴力団排除条例第２３条第２項に違反している事実がある

別紙２（事業計画書１－（１）添付書類エ関係様式）　　　　　　　　　／　頁
法　人　役　員　及　び　事　業　所　管　理　者　名　簿

記入日　　　　　年　　月　　日

	法　人　名
	事　業　所　名（仮称）

	
	


	役職名

管理予定者
	フ　リ　ガ　ナ

氏　　　　名
	生　年　月　日
	性別
	住　　　　　　　　所

	
	
	年　 月　 日
	
	〒　　　 －



	
	
	年　 月　 日
	
	〒　　　 －



	
	
	年　 月　 日
	
	〒　　　 －



	
	
	年　 月　 日
	
	〒　　　 －



	
	
	年　 月　 日
	
	〒　　　 －



	
	
	年　 月　 日
	
	〒　　　 －



	
	
	年　 月　 日
	
	〒　　　 －



	  記載された全ての者に暴力団員等がいないことを確認するため、本様式に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　申請者

名称及び代表者の職・氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

備考　１　当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等の支配力を有するものと認められる者を含む。）及びこれから開設する予定の事業所の管理予定者を記載してください。

　　　２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記載してください。

　　　３　上部の記入日欄については、この様式に記入した日を記載してください。
別紙３（事業計画書１－（１）添付書類ク関係様式）

高齢者保健福祉事業に係る行政機関の指導監査及び実地指導状況等一覧表（直近５か年）

	番号
	自治体名
	指導年月日

（文書による指導の場合、文書に記入された日付）
	対象サービス
	種類
	指導の程度
	指導内容
	添付書類の有無

	１
	
	年　　月　　日
	
	□指導監査

□実地指導
	□要改善　　□通知

□助言　　　□指摘事項無し
□その他（　　　　　　　　）
	□人員基準欠如　　□定員超過

□報酬算定誤り　　□身体拘束　　□虐待

□その他（　　　　　　　　　　　　　）
	□有

□無

	２
	
	年　　月　　日
	
	□指導監査

□実地指導
	□要改善　　□通知

□助言　　　□指摘事項無し
□その他（　　　　　　　　）
	□人員基準欠如　　□定員超過

□報酬算定誤り　　□身体拘束　　□虐待

□その他（　　　　　　　　　　　　　）
	□有

□無

	３
	
	年　　月　　日
	
	□指導監査

□実地指導
	□要改善　　□通知

□助言　　　□指摘事項無し
□その他（　　　　　　　　）
	□人員基準欠如　　□定員超過

□報酬算定誤り　　□身体拘束　　□虐待

□その他（　　　　　　　　　　　　　）
	□有

□無

	４
	
	年　　月　　日
	
	□指導監査

□実地指導
	□要改善　　□通知

□助言　　　□指摘事項無し
□その他（　　　　　　　　）
	□人員基準欠如　　□定員超過

□報酬算定誤り　　□身体拘束　　□虐待

□その他（　　　　　　　　　　　　　）
	□有

□無

	５
	
	年　　月　　日
	
	□指導監査

□実地指導
	□要改善　　□通知

□助言　　　□指摘事項無し
□その他（　　　　　　　　）
	□人員基準欠如　　□定員超過

□報酬算定誤り　　□身体拘束　　□虐待

□その他（　　　　　　　　　　　　　）
	□有

□無


※　□にチェックを入れること。

※　指導の程度が要改善である場合、その指導文書及び改善結果報告書の写しなど、指導及び対応の状況が分かる書類を添付すること（通知・助言等の場合、
添付は不要）。

※　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記入すること。
別紙４　（事業計画書１－（１）添付書類ケ関係様式）

確　約　　書
令和４年度相模原市小規模多機能型居宅介護事業者の公募において、当法人が提出した「高齢者保健福祉事業に係る行政機関の指導監査及び指導状況等一覧表（直近５か年）」及び介護保険法に規定する指定欠格事由に関しまして、下記のことについて確約します。

記

１　直近５か年における高齢者保健福祉事業に係る行政機関の指導監査及び実地指導状況の全てについて、「高齢者保健福祉事業に係る行政機関の指導監査及び指導状況等一覧表（直近５か年）」に記入しました。
２　「高齢者保健福祉事業に係る行政機関の指導監査及び指導状況等一覧表（直近５か年）」に記入された指導のうち、要改善事項に係る指導文書及び改善結果報告書等の写しについて、全ての文書を提出しました。
３　１に係る行政機関の指導監査及び実地指導状況等について、相模原市から行政機関に対して確認することを同意します。

 ４　介護保険法に規定する指定欠格事由に該当しません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　相模原市長　あて
所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印
別紙５－１（事業計画書１－（２）添付書類ア関係様式）
事　業　運　営　実　績
	
	サービス種別
	事業開始年月
	事業所名
	事業所所在地
	定員
	入所者数
登録者数

	居住・

施設・

地域密
着型サ
ービス
	小規模多機能型居宅介護
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	看護小規模多機能型居宅介護
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	介護老人福祉施設
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	介護老人保健施設
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	認知症対応型共同生活介護
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	特定
施設
	有料老人ホーム
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	軽費老人ホーム
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	養護老人ホーム
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	サービス付き高齢者向け住宅
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	在宅系
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	医療系
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※　記入欄が足りない場合は用紙を追加すること。（会社パンフレット等の写しでも構いませんが、上記項目は、必ず記載すること。）
※　入所者数及び登録者数は、令和４年４月１日現在での人数を記載すること。

※　定員数は、（看護）小規模多機能型居宅介護については、登録定員数及び通い・泊りサービス定員数を記載すること。
別紙５－２（事業計画書１－（２）添付書類ア関係様式）　　　　　基準日（Ｒ　．　　．　　）
廃　止　実　績
	サービス種別
	事業開始年月
	事業所名
	事業所所在地
	廃止理由

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　記入欄が足りない場合は用紙を追加すること。
※　該当ない場合は、提出不要です。

別紙６（事業計画書２添付書類ウ関係様式）
利用者負担額の積算根拠

　
　利用者負担額（宿泊費、食費等）　　　　　　　　　　　円／月
　　（積算根拠）

別紙７（事業計画書３添付書類ス関係様式）
土地利用・建築に係る関係機関との相談状況

１　土地利用に係る関係機関との相談内容や各種法令の適用状況

土地利用に関して関係機関との相談内容や都市計画法、地区の建築協定等の各種法令等の適用状況を記入すること。

	相　　談　　状　　況

	日付
	相談相手
	相談内容（各種法令の適用状況、指導の内容等）

	　　月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	

	月　　日
	
	

	月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	


※　記入欄が足りない場合は用紙を追加すること。

２　建築に係る関係機関との相談内容や各種法令の適用状況

　 建築に関して、関係機関との相談内容や建築基準法、消防法等各種法令や地区の建築協定等の各種法令等の適用状況を記入すること。

	相　　談　　状　　況

	日付
	相談相手
	相談内容（各種法令等の適用状況、指導の内容等）

	　　月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	

	月　　日
	
	

	月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	

	　　月　　日
	
	


※　記入欄が足りない場合は用紙を追加すること。
別紙８（事業計画書４（１）添付書類関係様式）
設置に伴う地域住民等への説明経緯

設置予定地の地域住民等への説明・折衝状況

	説　明　・　折　衝　状　況

	説明日時
	相手方
	説明内容及び質疑応答（意見、要望等については調整状況も記載）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	今　後　の　説　明　予　定

	説明日時
	相手方
	説明内容

	
	
	

	
	
	


※　記入欄が足りない場合は用紙を追加すること。
※　ポスティングのみの場合、その旨とともに、全訪問日など詳細を記入すること。

別紙９（事業計画書５添付書類ア関係様式）
小規模多機能型居宅介護事業所に併設する事業所概要調書

	併設
事業所
	事業種別
	・該当する番号を丸で囲んでください。

　１　定期巡回・随時対応型訪問介護看護
２　その他


	
	設置理由
	

	
	事業概要


	※利用者数の見込み、サービス提供範囲、配置する職員数等を記入してください。



	
	併設による効果
	※併設事業所から小規模多機能型居宅介護事業所への効果、小規模多機能型居宅介護事業所から併設事業所への効果及び併設事業所と小規模多機能型居宅介護事業所双方への効果等を記入すること。

	
	利用料金
	※介護保険の１割負担以外の食費、宿泊費等を記入してください。




別紙１０（事業計画書５添付書類イ関係様式）
誓　約　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

相模原市長　あて
　令和４年度相模原市小規模多機能型居宅介護事業の公募において、当法人が提出した事業計画書のとおり、介護保険サービス事業所について併設することを誓約いたします。
併設事業：　　　　　　　　　　　　　　　
以　上　　
法人所在地

法　人　名

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
小規模多機能型居宅介護事業計画書に係る添付書類等について
提出する際は次のとおり順番に綴り、添付資料には必ず項目ごとにインデックスを付けること。また、インデックスには項目番号ではなく各項目名を記載すること。

	小規模多機能型居宅介護事業計画書

	１　法人

	（１）法人概要

	
	□ア　定款又はそれに類するもの

	
	□イ　法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）

	
	□ウ　暴力団などに該当しないことの誓約書及び同意書（別紙１）

	
	□エ　法人役員及び事業所管理者名簿（別紙２）

	
	□オ　代表者の履歴書

	
	□カ　決算書（賃借対照表、損益計算書）

	
	□キ　法人の事業概要

	
	□ク　高齢者保健福祉事業に係る行政機関の指導監査及び指導状況等一覧（直近５か年）（別紙３）

	
	□ケ　確約書（別紙４）

	（２）事業実績

	
	□ア　事業運営実績及び廃止実績（別紙５－１、５－２）

	
	□イ　第三者評価結果

	
	□ウ　収支決算書


	２　事業計画概要

	
	□ア　事業スケジュール

	
	□イ　資金計画書

	
	□ウ　利用者負担額の積算根拠（別紙６）

	

	３　土地・建物概要

	
	□ア　案内図

	
	□イ　位置図

	
	□ウ　公図

	
	□エ　配置図

	
	□オ　平面図

	
	□カ　土地全部事項証明書

	
	□キ　建物全部事項証明書（既存建物を改修して利用する場合）

	
	□ク　土地売買確約書の写し（取得する場合）

	
	□ケ　土地及び建物賃貸借確約書等の写し（賃貸借の場合）

	
	□コ　抵当権等解除確約書の写し（抵当権等が設定されている場合）

	
	□サ　建設費見積書の写し（自ら新築・改修・増改築をする場合）

	
	□シ　現況写真

	
	□ス　土地利用・建築に係る市等関係機関との相談状況（別紙７）

	

	４　運営方針

	（1） 近隣対応

	
	□　設置に伴う地域住民等への説明経緯（別紙８）

	（２）協力医療機関等との連携

	
	□　協力医療機関等との連携に係る覚書等

	

	５併設事業所

	
	□ア　小規模多機能型居宅介護事業所に併設する事業所概要調書（別紙９）

	
	□イ　誓約書（別紙１０）


(定義)


第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。


（１）暴力団排除　暴力団員による不当な行為を防止し、及びこれにより市民生活又は事業活動に生じた不当な影響を排除することをいう。


（２）暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号。以下「法」という。)第２条第２号に規定する暴力団をいう。


（３）暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。


（４）暴力団員等　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。


（５）暴力団経営支配法人等　法人その他の団体でその役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人その他の団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)のうちに暴力団員等に該当する者があるもの及び暴力団員等が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有するものをいう。





(市の契約事務における暴力団排除)


第７条　市は、工事の発注その他契約に関する事務の執行により暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することのないよう、暴力団員等、暴力団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められるもの(法人その他の団体にあっては、その役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。)が暴力団員等と密接な関係を有するものをいう。以下同じ。)の市が実施する入札への参加の制限その他の必要な措置を講ずるものとする。
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